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	資源有効利用促進法省令の改正及び
	ストックヤード運営事業者登録規程について（周知依頼）
	さて、令和５年３月１３日に国土交通省より標記の通知を受け、令和４年度全建事発第128号で情報提供させていただきました制度について、今般、改めて国土交通省より、令和６年６月１日に全面施行される旨の通知がありました。
	これにより、元請け業者等による建設発生土の最終搬出先までの確認が義務化されることになりました。

